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今月のテーマ   企業版ふるさと納税制度について 
 

個人のふるさと納税については旧Ｈｉｇｕｃｈｉ-Ｔａｘ Ｎｅｗｓ№58で紹介しておりますが、実は企業版のふるさと納税があることは

あまり知られていません。今回は法人が支出した寄付金について地方創生応援税制、いわゆる企業版ふるさと納税を中心に一

般的な取り扱いもあわせてご紹介いたします。 
 

１.一般的な寄付金 

(1) 寄付金とは 

寄付金とは、金銭や物品その他経済的利益の贈与又は無償の供与をいいます。拠出金や見舞金といったものは一般的

に寄付金に該当すると考えられますが、その実態が取引先などに対する接待等であると認められる場合は交際費として取り

扱われることとなります。 

 

(2) 損金算入額 

法人が支出した寄付金はその相

手先によって損金（＝費用）となる

金額が定められています。 

 

 

 

 

２.地方創生応援税制 
(1) 制度の概要 

地方創生応援税制は一般的に企業版ふるさと納税と呼ばれています。法人が地域再生に取り組む自治体に寄付を行っ

た場合、法人税・法人住民税・法人事業税の税額控除を受けることができます。この制度は 2016 年に創設されたものですが、

令和 2年 4月 1日以後に開始する事業年度において税額控除の割合が拡充されるなどの見直しが行われました。 

 

(2) 税額控除割合 

改正前は上記 1（2）の図中にある指定寄付金の損金算入による節税効果を含めて最大約 6割だった税額控除が、最大約

9割に引き上げられました。 

 
 

(3) 注意点 

この制度の適用を受けるためには対象事業を行っている自治体で本社所在地以外のところに寄付することが条件となりま

す。対象事業を行っていない自治体に対する寄付金は上記 1（2）の指定寄付金として損金算入されます。寄付する金額につ

いても個人であれば少額から寄付することができますが、法人の場合は最低 10万円からの受付となります。また個人のように

寄付に対する返礼品は認められておりません。 

 

３.消費税 
消費税は、事業者が事業として行う課税資産の譲渡等に対して課税されます。寄付金は課税資産の譲渡等に該当しないこ

とから課税対象外となるため、仕入税額控除の適用を受けられない点に注意が必要です。 

（図は首相官邸HPより）
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寄付の相手先 例示 取り扱い

指定寄付金
・国や地方公共団体への寄付
・日本赤十字社への寄付

全額損金算入

特定公益増進法人等
に対する寄付金

・社会福祉法人への寄付
・認定NPO法人への寄付

一般の寄付金
・政治団体や宗教法人への寄付
・町内会や神社仏閣への寄付

一定の限度額まで
損金算入

http://higuchi-tax.com/taxnews/pdf/Higuchi_Tax_News_1410_058.pdf
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/portal/tiiki_index.html
http://higuchi-tax.com/taxnews/pdf/Higuchi_Tax_News_1805_101.pdf

